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（122）
成14年 1月17日 :民集56巻 1号 1頁）（3）、ⓑ労災就学援護費不支給決定事件（最
判平成15年 9月 4日 :判時1841号89頁）（4）、ⓒ登録免許税拒否通知事件（最判
平成17年 4月14日 :民集59巻 3号491頁）（5）、ⓓ食品衛生法違反通知事件（最判
平成16年 4月26日 :民集58巻 4号989頁）（6）、ⓔ病院開設中止勧告事件（最判平
成17年 7月15日 :民集59巻 6号1661頁）、ⓕ病院病床数削減勧告事件（最判平
成17年10月25日 :判時1920号32頁）（7）、ⓖ土地区画整理事業計画決定事件（最
判平成20年 9月10日 :民集62巻 8号2029頁）（8）、ⓗ保育所廃止条例事件（最判
平成21年11月26日 :民集63巻 9号2124頁）（9）、ⓘ有害物質使用特定施設廃止通
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》との（時間的ないし観念的）関連性
を考慮するとともに、当該活動をめぐって求められる、《実効的な権利救済
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》
や《実効的な紛争解決
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利益」説なり、従来の原告適格「公式」を逸脱して原告適格が
肯定されているという論理は見受けられない。現にこういった原告適格に関わ
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（70）
　これは悪名高い大阪空港事件（最判昭和56年12月16日：民集35巻10号1369
頁）から始まり、厚木基地第 1次訴訟（最判平成 5年 2月25日：民集47巻 2号








































































































































年）【拙稿（L）】 1 頁以下、拙稿「行政執行と遮断効」洋法58巻 3 号（2015年）【拙稿





























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































（178）　中川「構造①」・前掲注（134） 2 頁以下、 7 頁脚注（ 1）、同「構造②」・前掲注
（58）203頁以下も参照。ただし同「実務」・前掲注（57）183頁では、「将来的には、『処
分』かどうかは、個別法において明示的に定めることとし、その定めがないものは処分
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（36）
（256）　亘理格「相対的行政処分論から相関関係的訴えの利益論へ」阿部泰隆先生古稀記念
論文集『行政法学の未来に向けて』（有斐閣、2012年）753頁以下参照。ただしこの説
と、従来から提唱されている「三位一体説」との実質的な差異に関しては、検討の余地
があるように思われる。関連して拙稿「法律上の争訟」岡田正則ほか編『判例から考え
る行政救済法』（日本評論社、2014年） 9頁以下も参照。
（257）　前掲注（14）の（K）・（L）・（M）・（N）の各拙稿参照。
（258）　拙稿「判批」判セ2014Ⅱ（2015年）12頁等参照。厚木基地第 4次訴訟控訴審判決（東
京高判平成27年 7月30日：LEX/DB 25446437）も参照。
（259）　関連して榊原・前掲注（16） 9頁も参照。
（260）　岡田正則「行政不服審査の対象」福家俊朗ほか編『行政不服審査制度の改革』（日本
評論社、2008年）64頁以下、橋本博之ほか『新しい行政不服審査制度』（弘文堂、2014
年）12頁（橋本博之）、「シンポ」・前掲注（218）215頁以下等参照。
 ―たかぎ　ひでゆき・法学部准教授―
356 処分性拡大に関する法理〔髙木　英行〕
（35）
